
（平成21年度事業）

施設評価シート　（高等学校）

教育総務課問

084

担当課（室）

一部委託

すべて直営

03 01

所属長職・氏名 課長・竹中史朗

このシート作成に要した時間 1.0 時間
所　在　地 備前市西片上91番地1

未来を支える人材を育むまちづくり

根拠法令等

総合計画上 位置付け

名　称 学校教育法第1条、2条、20条、51条ほか

基本目標 基本施策地域文化と人が輝くまちづくり

課長代理・入江章行

0869-64-1802

合
先

施　設　名 備前市立片上高等学校 職・氏名

電　話

一部委託

すべて直営

03 01

03 01

市立片上高等学校生徒

働きながら学ぶ青少年等の高校教育を受ける機会を保護するため 地域や学校の実態 生徒や学校の特性を

事務事業名

（この施設運営によってどのような状態を目指しているのか？）

高等学校

未来を支える人材を育むまち くり

定時制高等学校管理運営事業
総合計画上の位置付け

基本目標

施　策

基本施策地域文化と人が輝くまち くり

対　　　象

目的・意図する成果

（この施設運営によりサービスを受けるのは誰か？）

一部委託

すべて直営

屋内運動場（借用） 鉄骨造　1417㎡

働きながら学ぶ青少年等の高校教育を受ける機会を保護するため、地域や学校の実態、生徒や学校の特性を
考慮し、教育課程を達成できるよう管理運営を行う。

建設年月

校舎（借用） 鉄筋コンクリート造　1,267㎡

目的・意図する成果

施 設 内 容

規　　模

建 設 年 月

施　設　内　容 規　　　　模

鉄骨造　388㎡

一部委託
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人 人 人

人 人 人

年　　度 単位

管理運営方法

（一部委託の内容）

平成20年度実績平成19年度実績 平成21年度実績

7,588
人件費

（市費のみ）

正規職員 1.0 7,482

臨時 常勤 1.0 2,771

1.0 9,293 人/千円

1.0 2,558 人/千円

1.0

1.0 2,591

一部委託

すべて直営

人 人 人

人 人 人

千円

経
　
　
費  物件費

 その他（　　　　　　　）

合　計

千円

1,311

366

2,099

千円

1,099

18,578

2,360 補助費

1,175

 維持補修費

保育料･使用料･授業料等

1,204

5,996

2,061

財

409

6,630

393455

千円

1,099

千円

22,933 千円24,322

1,070

（市費のみ）
非常勤 6.0 3,495

臨時
職員

常勤 ,

人/千円4.0 3,038 1.0 2,558

, 人 千円,

一部委託
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（単位：人）

1人当たりコスト（一般財源）

 園児・児童・生徒　数

年　度 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20

円

Ｈ25(見込)

千円

Ｈ26(見込)Ｈ21 Ｈ22
園
児 Ｈ23(見込) Ｈ24(見込)

 一般財源

財
源 17,479

176,556

人

220,545

21,834

242,208

99 99

23,252

96

一部委託
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計 88 96 99 9999 99

（5年）

99 99

（4年）

（6年）

16

（3年） 18 16 21

21 24 29 24

26

17 17

32

17

24 24

26 26

24 24

26 26 26

1713 15

32 32

17

24

17

99

・
児
童
・
生
徒
数
の
推
移

32

（2年）

（1年） 36 41 3233 32
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移

一部委託

すべて直営

平成22年度の状況
及び

管理運営 改善案

施設は、県立高校の建物を借用しており、施設を維持するための大規模な修繕工事は必要がない。管理運営
経費のうち、電話代、警備委託料、夜食費の補助が主な経費である。補助費である夜食費補助の見直しを行う
予定 ある管理運営の改善案 予定である。

内　　容

施設修繕・大規模改修費用（今後5年間：平成23年度から平成27年度）

金額（千円）

設備等の経常的修繕経費 100

金額（千円）内　　容

今後5年間に
必要となる

大規模改修費

毎年経常的に
必要な修繕費

総
合
コ
メ
ン
ト

県立高校の建物・敷地を借用しており、施設に係る維持管理費が軽微である。施設管理運営上は、今後もこの形態
による管理が望ましい。給食（夜食）に係る経費は、平成19年度に調理員を削減するなど、軽減に努めている。さら
に夜食費補助制度を見直すことも必要である。全校生徒に占める市内の生徒数の割合は24.2％、また、適正な受益
者負担（授業料）についても他市の状況などを参考に検討していく必要がある。


